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技術がニーズを
満たせていない状態

ニーズ･発想が技術に
追いついていない状態
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モバイルの
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第７の波

技術進歩は加速し続ける

求めるレベル
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ニーズ･発想が技術に
追いついていない状態

レガシーな既存システムが足枷になっている
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ニーズ・発想・レガシーシステム
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なぜ今レガシー脱却なのか？

中長期的な影響

既存システムの問題が足枷となり、日本企業がDXを推進できずに経営改革が遅れると、

デジタル競争の敗者となり経済損失が発生

"2025年の崖"の目前、デジタル技術導入の足枷となるレガシーシステムの現状を俯瞰

2025年の崖

✓ システム移行時に問題続発

✓ IT人材需給の差が一層拡大

✓ デジタル技術の導入連携ができず

個社に留まらず業界全体へ波及
日本の産業競争力は低下の一途

※DXレポートより

全体俯瞰 動向調査 国の政策企業の対策

※レガシーシステムモダン化委員会総括レポートの内容を基に構成

本日のプレゼンの構成



1. DXとレガシーシステムを取り巻く現状と課題

2. 企業が取るべき対策

3. 今後の政策の方向性
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✓ DXは目的ではなく、変革を実現するための手段

✓ DXの本質は、固定観念化しているレガシーな企業文化から脱却・変革

DXの定義と本質を正しく理解する

※DXレポート2.0より

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会
のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、
組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立する

DXとは

データの利活用
新たな価値の創出

素早く変革
デジタル技術の導入と

システムの継続的な見直しを両輪で実行

単なるレガシーなシステムの刷新・高度化単なる改善活動 単なるデジタル技術活用



単に古いだけではない、 維持保守や機能改良が困難な状態に陥り高コストの原因となり、
経営・事業の足枷となっているシステム
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レガシーシステムとは？

✓ メインフレーム ≡ レガシーシステム

✓ メインフレーム脱却済でも再レガシー化する可能性

①技術の老朽化 ②肥大化・複雑化 ③ブラックボックス化

技術観点

経営観点

④IT投資がされていない ⑤古い制度としがらみ



未だ多くの企業がレガシーシステムを保有しDXを阻害

レガシーシステムの残存状況
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■産業分野別

(n=516)

■企業規模別
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(n=402)

※レガシーシステムモダン化委員会総括レポート

74%



ユーザー企業は業務効率化で外注、ベンダー企業は低リスク・長期安定ビジネスを享受。

IT自律性の低下、IT人材の過度な偏在、低利益率、ベンダーロックイン、オーダーメイド型の
システム乱発などの問題が内在するが、互いに抜け出せない。
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ソフトウェア産業の構造と低位安定

低位安定

デジタル競争の敗者

ユーザー企業 ベンダー企業

デジタル競争の敗者

「売値＝労働量の対価」
低リスクビジネスの享受

「IT投資＝コスト」
ベンダー競争によりコスト低減

IT人材の
過度な偏り
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受発注

多くの中小企業

サプライヤ
Tier１

サプライヤ
Tier2

サプライヤ
Tier３

業界の多重下請け構造

大企業

トレース
GHG
品質

物流連携

受発注

トレース
GHG
品質

物流連携

受発注

トレース
GHG
品質

物流連携

サプライチェーンから見るDX・レガシーシステムの影響

中小企業は、投資体力やITリテラシー、人材リソースの問題が顕著。

大企業のみならず、サプライチェーン全体にビジネス上の悪影響が及ぶ可能性。

サプライチェーン全体への悪影響
産業競争力の低下（＝業界の地盤沈下）
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N/A
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【産業別】レガシーシステムのサプライチェーンへの影響
全分野に影響。一部の分野では非常に大きな影響が及ぶ可能性。

多くの企業が同一システムを共同利用すれば、経済活動への影響波及はさらに拡大。

低 低

上
流

自
社

下
流

レガシーシステム
脱却の度合い

サプライチェーン

自社サービスの調達元・提供先の
レガシーシステムから受ける負の影響

調達元 提供先

■サプライチェーンへの影響

非常に影響あり

影響あり

※レガシーシステムモダン化委員会総括レポート



技術変化に追従しなければ、システムの保守期限の到来や機能改良の停止リスク

システムの作りやデータ形式が古いと、最新のツールやサービスでデータの利活用ができない。

✓ 変化への適応、データの利活用が可能な柔軟な技術の導入、継続的なアップデートが必要。

システムのモダン化とは？モダンな技術とは？
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業務アプリケーション
（SaaS / マイクロサービス・API等）

クラウド(IaaS/PaaS)等

AI等

データデータベース

ネットワーク

運用／セキュリティ

ストレージ

業務アプリケーション

ストレージ

レガシーシステム モダン化されたシステム

データベース ネットワーク

セキュリティ 運用

ビジネスの源泉たる
データの利活用が
できる状態

連携
可能

最新のツールやサービスで
データを扱えない

様々なツールやサービスと
容易にデータ連携ができる



0% 50% 100%

メインフレーム・スクラッチ

標準・パッケージ 20%

25%

(29%)

(71%)

0% 50% 100%

メインフレーム

メインフレーム以外 30%

52%

(67%)

(33%)

✓ メインフレームを有していた企業の52%がメインフレーム以外に移行。

✓ 移行先は標準システムや標準パッケージ以外にスクラッチも根強い。

✓ 現行システムをカスタマイズしていると、移行後もカスタマイズする。

レガシーシステムの移行先
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標準・パッケージ

メインフレーム・スクラッチ

未決定

0% 50% 100%

カスタマイズなし

カスタマイズあり 36%

18%

(97%)

(3%)

カスタマイズあり

カスタマイズなし

未決定

メインフレーム以外

メインフレーム

未決定

※レガシーシステムモダン化委員会総括レポート

(n=333)※縦軸は移行前システム

■移行先システムの状況



レガシーシステムのモダン化を取り巻く現状の問題
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経営

現場

経営の協力が得られない
• 喫緊性・必要性の認識欠如
• 費用対効果や期間の理解不足
• ガバナンス不足

現場の協力が得られない
• 仕様がブラックボックス化
• 現行踏襲への強いこだわり
• 業務・ITを理解した人材の不足
• インフラ移行で一旦の落ち着き

プロジェクト難易度が高い
• ユーザー企業の経営コミットメントと
サポート、現場との協力関係が希薄

• 高い品質・ゼロリスク要求
• スモールスタートで進められない

技術者不足
• 企業のIT全体を設計できる人材の不足
• 案件重複によるレガシー技術者の逼迫
• 技術的負債であり新規育成に消極的

ユーザー企業の課題感 ベンダー企業の課題感

レガシーシステムのモダン化は総じて高難度。

✓ ユーザー企業の協力が得にくく、技術者が枯渇・逼迫。

✓ ユーザー企業からの要求水準は高く、ベンダー企業はリスクテイクに躊躇、ビジネスリスク大。

モダン化の
高難度化
要因



16(出典)BCG作成資料

大手企業の経営者意識の問題
大規模システムの導入・刷新を中期経営計画に記載している企業は12％

大半の企業が自社のシステムに関する企業方針を社外に説明できない。



上段

下段 情報共有あり

情報共有なし
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経営層との連携が、仕様の可視化、ブラックボックス対策、内製化、モダン化の全てに直結。

情報共有が図れていない企業ではそれらが全て進まない。

【モダン化と企業特性】経営層との情報共有

■可視化の傾向 ■内製化の傾向

■ブラックボックス対策の傾向 ■モダン化の取り組みの傾向

0% 20% 40% 60% 80% 100%

モダン化を進めている

モダン化を進めていない

47%

68%

(n=290)

(59%)

(41%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ブラックボックス対策あり

ブラックボックス対策なし

90%

25%
(15%)

(85%)

(n=318)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内製化している

内製化していない

87%

44%

(23%)

(77%)

(n=303)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

可視化している

可視化していない

71%

66%
(41%)

(59%)

(n=304)

※レガシーシステムモダン化委員会総括レポート



0% 10% 20% 30%

基幹システムの障害の頻発、リカバリができないといったシステム保守の限界

保守サポート要員の確保ができない、ソフトウェア、ハードウェアの保守料アップ

競合他社のビジネス変化や市場動向の変化によるシステムの拡張・変更の必要性

経営者のビジョンや危機感、又は経営者の代替わり、企業買収・統合などによる企業方針転換

取引先・委託先からの要求、又は法令や業界ルールのよる変更

国や地方自治体などからの助成金や支援制度の適用

自律的な意思決定

受動的な意思決定

受動的な意思決定

(n=325, 複数回答あり)

18

受動的な要因がトップ。すなわち「痛い目にあって初めて自覚する」状態。

システムのモダン化の契機

上段

下段 モダン化が順調

モダン化が停滞

■システムのモダン化を決断する要因
※レガシーシステムモダン化委員会総括レポート
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ベンダー供給は需要の66%、上流人材の確保が大きな課題。

IT人材の需給ギャップの状況

その他サービス業 65% 70% 63% 58% 79% 62%
建設業 68% 75% 63% 72% 75% 72%
製造業 61% 66% 63% 74% 83% 72%
電気 65% 73% 65% 64% 71% 66%
ガス 73% 75% 73% 80% 82% 78%
石油 66% 86% 66% 66% 91% 70%
水道 56% 58% 56% 56% 59% 57%

電気通信 72% 72% 77% 72% 72% 72%
放送 62% 59% 57% 63% 64% 62%

情報サービス、インターネット附随サービス 63% 63% 63% 63% 79% 64%
鉄道 60% 66% 62% 60% 72% 62%

貨物自動車輸送・郵便 64% 64% 59% 60% 76% 62%
外航貨物 66% 66% 52% 77% 77% 73%
航空 65% 62% 60% 63% 66% 63%
空港 56% 52% 52% 52% 56% 53%

港湾運送 57% 60% 56% 62% 70% 62%
その他運輸業 52% 61% 52% 61% 68% 60%
卸売業・小売業 52% 72% 79% 61% 68% 63%
銀行・保険 63% 64% 60% 65% 67% 64%

貸金業、クレジットカード業 68% 74% 72% 71% 72% 71%
不動産業、物品賃貸業 52% 52% 52% 52% 52% 52%
教育、学習支援業 72% 86% 86% 86% 86% 84%
医療、福祉、製薬 71% 74% 72% 82% 84% 79%

分野全体 63% 66% 63% 65% 73% 66%

ビジネス/IT
アーキテクト

プロジェクト
管理

データ
サイエンティスト

製造 運用 合計

■産業分野別 人材需給ギャップ 大いに不足不足

上流人材 ※レガシーシステムモダン化委員会総括レポート
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中小企業の生成AIの導入状況
• 生成AIの導入や検討を進めている中小企業は21%に留まる。

• 中小企業のみ2023年度→2024年度で進捗率が低下している。

※情報処理推進機構(IPA)「DX動向2025」

何らか進めている 進める予定なし

21% 79%



21

中小企業のDXの足枷は何か？
• 中小企業でDXに取り組んでいない主な要因は「メリットがわからない」の回答率が最も高く、
次に「DXに関する知識・情報の不足」が高い。

• レガシーシステム自体が足枷となっている企業は14%に過ぎない。

※情報処理推進機構(IPA)「DX動向2025」

(n=198)

大企業・中堅企業よりも
技術的ハードルは低い



1. DXとレガシーシステムを取り巻く現状と課題

2. 企業が取るべき対策

3. 今後の政策の方向性
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「経営層の意識変革とITガバナンスの強化」「情報システム部門の自律性」「事業部門との連携」
「ベンダー企業の変革と協力関係」が重要。

レガシーシステムのモダン化のポイント

モダン化の推進

可視化 内製化

情報システム部門の自律性

強力なコミットメント

経営層の意識変革／ITガバナンスの強化

事業部門との連携 ベンダー企業の変革と協力関係

継続
サイクル

良好な
協力関係

情報共有
組織連携

トップダウン

トップダウン

人材確保 代替技術開発

人材確保

標準化
（システムの共同利用）

１ ２

３

４
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経営層が数年で交代するユーザー企業では中長期のシステムへ投資が先送りされ、理解が進まない。
ユーザー企業の変革無くしてDX、レガシーシステムのモダン化は決して進まない。

①経営層の意識改革（ユーザー企業）

ITガバナンス

経営層のコミットメント

システムの"惨状"を自社で調査・把握 自分事化

DX推進部門＋情報システム部門を融合 エンタープライズアーキテクチャ

トップダウンで投資を判断 覚悟の決断と強力なコミットメント

経営課題化 再レガシー化を継続防止
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ユーザー企業・ベンダー企業の従来関係はもはや瓦解しつつあり、ベンダー企業の意識変革が必要。

①経営層の意識改革（ベンダー企業）

"御用聞き"ビジネスから提案型ビジネスへの転換

ビジネスモデルの変革
（価値提供型）

上流人材の育成

内製化支援
（伴走）

高度技術領域への先鋭化
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②システムの可視化と内製化
全てのIT資産の棚卸し・可視化と内製化（ベンダーとの協力体制への移行）が必須。

IT資産の全体像の把握

IT資産のリアルタイムな状態把握

システム開発・運用の内製化

相互関係の把握、管理・運用の効率化
取捨選択と優先度付け、計画の平準化・最適化
属人性排除、メンテナンシビリティ確保

投資対効果の試算、潜在リスクの特定・低減
投資判断・意思決定

開発・管理の自律性獲得、ナレッジ継承・人材育成
経営方針との連動
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③標準化対応
DXの阻害要因である現行機能保証や現行踏襲の拘りは棄てる。あるべき業務の姿から検討。

✓ 標準的な仕様に寄せる部分と、付加価値を作り込む部分とに明確に分離

パッケージ

SaaS（Software as a Service）

業界標準システム/共同利用システム

（最小限の）カスタマイズ

業務プロセスの見直し

Fit&Gap分析

競争領域/付加価値領域

個社の対応難しい

非競争領域

非競争領域

中
小
企
業
は
原
則
い
ず
れ
か
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④上流人材育成・確保／代替技術開発

ユーザー企業
（人材強化・確保）

ユーザー企業・ベンダー企業ともに、供給力の強化（人材＋技術）の対策が必要

ベンダー企業
（人材強化・代替技術の開発）

上流人材の育成

人材市場

内製化

情シス部門 業務部門

キャリアパス・処遇

広く情報公開
処遇・デジタル・DX

高付加価値人材
の呼び込み・獲得

上流人材の育成

人材市場

サービス開発/生産性向上

高スキル人材
の獲得

内製化支援(伴走)

✓ コード解析・生成
✓ 可視化
✓ データ移行ツールサービス提供

ビジネスモデル
シフト/先鋭化
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スタートアップ事例紹介 – 可視化
• レガシーシステムを抱える企業のデータの可視化・利活用・分析を支援するサービス

• 標準化や業務SaaSへの乗換えを促進する、IT資産の可視化や移行効率化のサービスも有効

https://www.srush.co.jp/data-bypass-solution
株式会社 Srush データバイパスソリューション

https://www.srush.co.jp/data-bypass-solution
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スタートアップ事例紹介 – 上流人材
• 新・旧システムの業務や技術に通じる上流人材枯渇への打ち手の一つ

• 特定業界の深い知見を持つシニア人材への需要の高まり、業務要件の言語化・構造化に長けた
ベテラン人材の活用・流動を促進するサービスが有効

https://ageless.co.jp/
株式会社 エイジレス

https://ageless.co.jp/
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ウォーターフォール型開発からAI駆動型開発へ
• ウォーターフォール型開発のV字モデルのボトムの工程からAIに代替される流れは今後加速

• 上流工程の意思決定においても、AIと協調しながら進めるAI駆動型開発へシフトしていく

• 手段としてのITサービスから、AIを使いこなしAIと協働・共創するプロセスへの転換が必要

生成ＡＩ/
AIエージェント

AIへの代替

AIとの協調
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• IT導入補助金は、中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、デジタル化や
DX等に向けたITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金。

• 2025事業では、最低賃金引上げへの対応促進に向けて最低賃金近傍の事業者の補助率を増加。
更に、IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”の対象化やセキュリティ対策支援を強化。

「IT導入補助金2025」の概要（令和6年度補正）

インボイス枠

補助上限

補助率

対象経費

活用
イメージ

通常枠
複数社連携
IT導入枠 電子取引類型

商店街など、複数の中小・
小規模事業者で連携して

ITツール等を導入

(a)インボイス枠対象経費：同右
(b)消費動向等分析経費：
 50万円×グループ構成員数

(a)+(b）
合わせて3,000万円まで

(c)事務費・専門家費：200万円

セキュリティ
対策推進枠

ITツールを導入して、
業務効率化やDXを推進

ITツール等を導入して、
インボイス制度に対応

発注者主導でITツールを
受注者に共有、取引先の
インボイス対応を促す

サイバーセキュリ
ティ対策を進める

ITツール：
１機能：～50万円
２機能以上：～350万円

PC・タブレット等：～10万円
レジ・券売機等：～20万円

～350万円 5万円～150万円

(a)インボイス枠対象経費：
同右

(b)・(c)：2/3

～50万円以下：3/4
(小規模事業者：4/5)

50万円～350万円：2/3

ハードウェア購入費：1/2

クラウド利用料
（最大2年分）

サイバーセキュリ
ティお助け隊サー
ビス利用料
（最大2年分）

中小企業：2/3

大企業：1/2

中小企業：1/2
中小企業：1/2

小規模事業者：2/3

最低賃金近傍の事業者：2/3
(3か⽉以上地域別最低賃金+50円以内で
雇用している従業員が全従業員の30％以
上であることを示した事業者)

ITツールの業務プロセスが
1～３つまで：

5万円～150万円

4つ以上：
150万円～450万円

ソフトウェア購入費、クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費（保守運用やマニュアル作成等のサポート費用に加えて、

IT活用の定着を促す導入後の”活用支援”も対象化）

ハードウェア購入費

インボイス対応類型

単独申請可能なツールの拡大

IT導入補助金2025より抜粋
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• 中堅・中小企業等のDX推進には、支援機関が持つ外部の力の活用が有効。

• 取引先企業のDX支援が支援機関自身の価値向上につながる新たなビジネス機会となる。

• DX支援と企業成長による幅広い「利益」が地域全体に還元され、地域経済が持続的に発展する
「好循環」を生む。

中小企業のDX支援の重要性

幅広い「利益」を地域全体に還元
地域経済の持続的発展

✓ 取引先企業のDX支援への適切な取り組み
✓ 取引先の成長を通じた関係強化やビジネス機会創出

✓ 独力でのDXは困難
✓ 外部（支援機関等）の力を活用

支援機関

DX支援を実施

中堅・中小企業等

DX支援ガイダンス（概要版）を参考に作成
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• 「主治医」としての役割が期待される支援機関が主体性をもって能動的に連携を追求。

• 連携に際して、「強み・弱みの相互補完」、「情報共有」を意識。

• 「地域DX推進ラボ」は、連携を促す地域のファシリテーターとして積極的に活動。

中小企業の支援機関同士の連携の在り方 DX支援ガイダンス（概要版）を参考に作成

支援機関同士の連携のイメージ

強み・弱み
の

相互補完

ネット
ワーク
内での
情報共有

➢ 自組織が持つ専門領域・リソース・ネットワーク
の再確認に伴う、自組織の強み・弱みの把握

➢ 各支援機関の能力の把握及び能動的な協働

➢ 適切な情報管理・ルールを設定した上で事例・
ノウハウの共有

➢ 定期的な情報共有、事例・気づきのシェアの場
の構築及び活用

各支援機関が意識すべきポイント

大学・教育機関

地域金融機関

公益財団法人・
地方公共団体等

コンサルタント

商工会・商工会議
所・中央会

ITベンダー

SaaSツール
事業者

士業

支援機関同士が

相互に有機的に連携

※2025/8時点
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ユーザー企業 ベンダー企業

企業間の人材共有による知見の集約・活用
• システムモダン化の経験者や高スキルのミドル・シニア人材を
業界・地域内で共有・融通する仕組みの構築

• 各社のモダン化を担当することで知見を集約、効率的に推進

開発プロセスの自動化・テンプレート化の推進
• 要件定義や設計・開発の標準化・自動化を推進、
従来より少ない工数でのモダン化対応を可能にする武器作り

自動化された開発プロセスやテンプレートの使いこなし
• ベンダー企業による自動化された開発プロセスや
テンプレートをユーザー企業が理解・習得

• 活用経験値を蓄積し、カスタマイズやアドオンを抑制しつつ
モダン化の開発を効率化

新しいテクノロジーの
知見・経験を持つ人材
• 古いテクノロジーの自動化
やデジタル技術の導入を
推進。

古いテクノロジーの
知見・経験を持つ人材
• 業務や開発プロセスの
標準化・テンプレート化に
貢献。

• ユーザー企業の垣根を超えた人材の共有と流動、ベンダー企業の開発プロセスの自動化や
テンプレート化の推進により開発効率を向上。

• モダン化の需要・供給を個社に閉じず、企業間で低減・最適化させていくことが有効。

循環型人材供給エコシステム

IT/デジタル
リテラシーと
開発効率の
向上

モダン化の
需要・供給
の最適化

高度な技術領域へシフト



1. DXとレガシーシステムを取り巻く現状と課題

2. 企業が取るべき対策

3. 今後の政策の方向性
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今後の政策の方向性
✓ 自己診断の仕組みとしてツールや指標、ガイドラインを整備

✓ 個社の枠を超え産業単位でDX・標準化を推進

✓ スキルの可視化・活用を推進する人材育成プラットフォームを構築

自己診断ツール（指標・ガイドライン） 人材育成プラットフォーム

インセンティブ事業（P）

産業単位のDX

政策による推進

標準化対応システムの可視化、内製化 人材の確保、代替技術の開発

企業による対策

モダン化の
実行性の確保

スキルの可視化
持続的な育成・活用の推進

業界全体の
モダン化推進

経営層の意識変革／強力なコミットメント
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DX推進指標 ベンチマークデータ DX推進指標 自己診断結果分析レポート 

[2019-2024]

DX推進指標（経営層向け）
主に経営者向けのDX推進の気づきを得る自己診断ツール。自社のDX現在地を把握。

https://www.ipa.go.jp/digital/dx-suishin/index.html

https://www.ipa.go.jp/digital/dx-suishin/index.html
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DX指標の体系化とナビゲーションツールの整備
メインのDX推進指標で企業の概況を自己診断、個別のサブ指標で詳細な自己診断

企業のDX実態を総合的に評価、多角的な経営判断や投資の意思決定のインプットに活用

DX推進指標

データ成熟度 ITシステム指標 セキュリティ指標サブ指標

主に経営層観点

データ活用観点での成熟度
（TBD）

ITシステム観点での成熟度
（TBD）

セキュリティ観点での成熟度
（TBD）

企業の実態を総合的に把握
成熟度に応じた事例データを参照

メイン指標

企業名 DX推進指標 データ成熟度 ITシステム指標 セキュリティ指標

A社 成熟度３ 成熟度２ 成熟度４ 成熟度３

B社 成熟度３ 成熟度３ 成熟度１ 成熟度５

メイン指標 サブ指標



先代経営層がDXやモダン化に嫌悪感/忌避、
二代目経営層が状況伺い中

↓
時期が来ればデータ連携前提に
クラウドファーストで構築

部分最適でシステム化を実現するも
全体最適でのDX・モダン化計画が未策定

↓
既存のIT資産の断捨離と

クラウドシフトの計画立案・実行

ERPの導入とカスタマイズ多数、
情報システム部門は存在するが

モダン化の対応に苦慮
↓

レガシーシステム(ERP)の可視化と仕分け、
モダン化の計画を策定し実行

オフィスPCは導入済
これから業務の見直しとモダン化を目指す

↓
クラウドファーストとデータ連携

オフコンを早期に導入
業務パッケージをカスタマイズして運用中

↓
オフコン業務を段階的に廃止、
クラウドサービスに順次移行

全業務処理を内製化でデジタライゼーション、
ハード・ソフトの保守切れが間近

↓
段階的なモダン化の計画の策定・実施

全てがアナログでありDXが何であるか
理解できていない

(小規模事業者)

どこから手をつけるべきか不明
↓

クラウドベースでデジタイゼーション

部分的に業務のシステム化を実施中、
PC版パッケージを順次導入中

↓
現在の計画を一旦止め、クラウド前提の

モダン化の計画に見直す

デジタライゼーション済であるが、システムに
統一感がなくデータ連携ができていない

↓
小規模なので早期に軌道を修正し、
計画的かつ段階的にモダン化を実施

システム化（デジタライゼーション）の状況 高低
小

大

企
業
規
模
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IT資産がどんな状態にあり、どういった方針や手法でモダン化を進めるべきかの自己診断ツール

IT資産の自己診断ツールの整備
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【個人】 スキル情報の蓄積・可視化を通じた
継続的な学びと目的を持ったキャリア形成

【企業】 デジタルスキル標準に基づ
く人材育成・人材の確保

【研修事業者】 デジタルスキル標準に基
づくリスキリング支援・市場の拡大

（IPA）デジタル人材育成・DX推進プラットフォーム（仮称）
✓ スキル情報の蓄積・可視化を可能とする個人向けアカウントの立ち上げ
✓ デジタルスキル標準の活用推進
✓ 情報処理技術者試験、リスキリングで得たスキル情報の蓄積と証明
✓ スキル情報の分析と共有を通じたリスキリング機会の拡大

情報登録
教育・試験

DX支援サービス
DX認定申請・活動報告

スキルトレンド講座申請・活動報告

デジタルスキルが
労働市場の「共通言語」

となる世界

(出典)第33回産業構造審議会総会「参考資料2-③」（2024年8⽉1日）を一部加工

情報処理推進機構（IPA）の試験の合否情報やキャリア目標、スキル情報、講座受講状況等を分析

スキル関連データの利活用を促進させる。

デジタル人材育成・DX推進プラットフォーム（仮称）
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医療DX令和ビジョン2030
病院の情報システムの刷新に係る方向性について

https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/001380626.pdf

上下水道DX推進検討会
デジタル行財政改革会議事務局説明資料

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001854444.pdf

産業単位の標準化や人材共有の施策・方針で数社が進み出すと、産業全体のモダン化が進む可能性

産業単位のDX

https://www.mhlw.go.jp/content/10808000/001380626.pdf
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001854444.pdf


失われた から

これからの へ

30年
30年



レガシーシステムモダン化委員会
総括レポート
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